
報告第2号

　字区域の変更及び設定について（報告）



愛宕駅東第一地区
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字区域の変更及び設定について（報告）

　東武野田線愛宕駅の東側の『愛宕駅東第一地区』には、野田市愛宕駅東第一

土地区画整理事業区域内、周辺の住宅地（2か所）、駅前広場に飛地があること

から、「住居の表示の整備方針」の「字変更」の整備方法により、土地区画整理

事業の換地処分に合わせて飛地の解消を図ろうとするものです。

　なお、当該土地区画整理事業の施行区域は、1．07haであることから、同

整備方針に基づき（土地区画整理事業の施行区域6．5ha以上）、新しい大字の

設定は行いません。

1　飛地の状況について

　土地区画整理事業区域内には清水字堀尻の飛地3筆、周辺の住宅地には清

水字堀尻の飛地10筆と清水字畔ケ谷の飛地53筆、駅前広場には中野台字

堀尻の飛地2筆があり、この68筆の現況は、宅地、雑種地などです。

　建物は、居宅など18棟があり、29世帯49人が居住しています。

2　飛地等の整備について

　飛地の大字と小字にっいては、隣接する「野田字山王山下」に変更します。

　飛地の地番については、既存の「野田」の地番と重複してしまうことから、

新しい地番に変更します。また、土地区画整理事業区域内にあっては、新し

い街区となることから、飛地と同様に新しい地番に変更します。

　整備に当たっては、土地や建物を所有されている方の同意のもとに進めてま

いりますが、反対者については、その意思を尊重して整備区域から除いて実施

することとします。

○当該地区の変更例

変更前 変更後

清水（字堀尻）×××番地の×

清水（字向畔ケ谷）×××番地の×

中野台（字堀尻）×××番地の×
野田（字山王山下）○○○○番地の○

＊野田（字山王山下）×××番地の×

＊は、土地区画整理事業区域（飛地以外）の例

3　字区域の変更スケジュール（予定）

・ 平成30年2月　都市計画審議会に諮問
・ 平成30年6月　議会に付議
・ 平成31年　　　字変更の告示（換地処分の効力発生に合わせて）
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変更後の字区域図
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報告第3号

野田都市計画地区計画

　（台町東地区、船形地区及び野田市駅西地区）の変更について（報告）



都市緑地法等の一部改正による地区計画の変更にっいて

1　都市緑地法等の一・・部改正について

　都市内農地等の都市の緑空間をできる限り活かしながら保全’活用していくため

　の都市緑地法等の一部を改正する法律が平成29年5月12日に公布され、都市

緑地法等に関する一部の事項は平成29年6月15日に施行しました。関係する

都市計画法及び建築基準法は施行日が平成30年4，月1日とされました。

【主な改正の内容】

①　都市計画法に定めることができる用途地域に「田園住居地域」が追加される等

②　建築基準法　別表（2）の用途地域に「田園住居地域」が追加され、制限の内容

　　を記した欄が（ち）項として追加される等
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2　地区計画の変更について

　　この都市計画法及び建築基準法の改正を控えて、本市の地区計画における建築

　物等の用途の制限において建築基準法の別表第2を引用して制限を行っている地

　区の中で、項ずれが発生する地区が3地区あます。

　　このため、平成30年4月1日の法改正の施行にあわせて当該地区計画を変更

　するため、都市計画の変更手続きを行うものです。

　　なお、地区計画による建築物等の用途の制限内容に変更はありません。

【変更内容】

台町東地区地区計画

　用途地域　　　　　　　準工業地域

船形地区地区計画

　用途地域　　　　　　　　準工業地域

野田市駅西地区地区計画

　用途地域　　　　　　　　商業地域

準工業地域
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3　都市計画変更スケジュール
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地区計画（台町東地区）の変更

位　置　図
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野田都市計画地区計画の変更（野田市決定）　（案）

都市計画台町束地区地区計画を次のように変更する。

名 称

ftZ
置

面 債

地区計両の目標

区

域

の

整

備

・開

発

及

び

保

全

に

関

す

る

方

針

上地利川の方針

」也1メ：加蜻莞ソ）

望窪fri－fiσ）プ元f十

建築物等の
’整f精σ）プ元金十

台町東地区地区計画

　野田ll欄宿台町宇束．ヒ、字東八、宇東九、字東卜、字束十

東十三の各・部の区域
、字東ト1及び宇

糸勺18，　3ha

　木地区は、野田市の北部に位置し、都市計画道路3・4・34号を骨格として、
土地区lll『整理’91：業により基盤整備が行われている地区であり、本ili北部の副次拠

点として生活環境を整えた良好な居住環境を有する住宅地の形成及びインター

チェンジへのアクセス性を生かした⊥業地の形成を図る地区である。

　そこで、地区計画の策定により、建築物等の適切な誘導を進め、士地区画整理

事業の効果の維持を図りつつ、各土地利用における良好な環境を創出することを

目標とする。

　本地区は、個性豊な街並み及び良好な住環境の形成を目指し、H常購買需要を

満たすことのできる商業施設等の集積を図る街区、沿道施設等の立地を図る街区

及び良好な住宅地を形成する街区並びに工業施設等の集積を図る街区を適正に

配置することにより、均衡のとれた土地利用を図るため、商業地区、沿道地区A、

沿道地区B、一般住宅地区A、一般住宅地区B、一・般住宅地区C及び丁業地区の
方針を以下に定める。

［商業地区］

　　徒歩牛活圏の日常サービスの諸機能を集約化した地区中心的な商業地の形
　　成を図る。

［沿道地区A］

　　周辺の住宅地との整合を図りつつ、幹線道路の沿道地区にふさわしい街並み

　　の形成を図る。

［沿道地区B］

　　工業地と住宅地の融合を図りっつ、幹線道路の沿道地区にふさわしい街並み
　　の形成を図る。

［一・般住宅地区A］

　　敷地の細分化の防止一や生け垣の推進等により、ゆとりと落ち着きのある低層

　　住宅地の形成を図る。

［・般住宅地区B］

　　敷地の細分化の防止や生け垣の推進等を図り、周辺柱宅地との調和に配慮し

　　た住宅地の形成を図る。

［一．．般住宅地区C1

　　敷地の細分化の防iLや生け垣の推進等を図りっつ、幹線道路の沿道地区と調
　　和する街並みの形成を図る．．
［工業1也1x：」

　　⊥業の利便の増進を図りつつ、周辺環境に配慮した産業施設等の形成を図
　　る．．

　本地区における地区施設は、1二地区ll［11整理’1｝1業により　・体的に配置されている

ので、これらの1－Lt区施設の機能が損〆－itわれないよう維拍1保全に努める．

　本区域における十地下i］用の方針に基づく糊メ：区分に台わせ、建築物等の用途の

制限、建築物の敷地而積の最低限度、壁而の位置の制限、建築物等の高さの最高

限度、建築物等の形態又は意匠の制限及びかき又はさくの1嗣告の制限を定め、良

好な住環境及び整然とした街並みの形成を図る。
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地　区　の
地　区　の
名　　　称

商業地区 沿道地区A 沿道地区B 一般庄宅地区A 一般庄宅地区B 一般住宅地区C 丁業地区

区　　　　分 地　区　の
面　　　積 約3，8ha 約0，8ha 約1．3ha 約5，0ha 約2．9ha 約1．6ha 約2．9ha

本地区においては、次に掲げる建築物を建築してはならない．， 本地区においては、次に掲げる 本地区においては、次に掲げる 本地区においては、次に掲げる
1，自動車教習所 建築物を建築してはならない。 建築物を建築してはならない。 建築物を建築してはならない．、
2．畜舎 1．自動車教習所 1．自動車教習所 1．自動車教習所

2．畜舎 2．畜舎 2．畜舎

3，当該用途に供すろ部分が 3，当該用途に供すろ部分がL500 3．キヤバレー、料理店、ナイトク

1∪000nfを超える店舗、飲食 11fを超える店舗、事務所、飲食 ラブその他二れらに損するも
店、展示場、遊技場、勝馬投票 店その他これらに’垣するもの の

券発売所、場外車券売場その他

これらに類するもの

4．キャバレー、料理店、ナイトク

建
ラブその他これらに類するも

地 建　築　物 等　の
　の
5．建築基準法別表第二（り⇒ぬ）

用　途　の 制　限 項第二号に掲げる建築物（原動 　 一
築

機を使用する工場で作業場の
床面積の合計が150tlfを超える

「

もの）
区 物

6，建築基準法別表第二（り⇒ぬ）

項第三号に掲げる建築物　（商

業その他の業務の利便を害す
等

るおそれがある工場）

硲※
7，建築基準法別表第二〔り⇒ぬ）

正 項第四号に掲げる建築物（数量
に

がやや多い火薬、石油類、ガス

などの危険物の貯蔵又は処理
に供するもの）

関
2〔〕OIlf 15011f

備
ただし、次の各号の一に該当するものを除く。

建　築　物 の　敷　地 （1）建築基準法別表第2　（い） 項第9号・に掲げるものの用に供する敷地及び市長が公益上やむを得ないと認めた建築物の敷地の用に供するもの。
す

面積の 最低限度 （2）土地区画整理事業により換地された土地及び保留地のうち、 所有権その他の権利に基づいてその全部を一の敷地として使用する もの．

（3）現に建築物の敷地として使用されている土地で当該規定に適合しないもの及び現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば当該規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の敷地

計 る
として使用するもの。

建築物の外壁面又はこれに代わる柱の面から、道路境界線（隅切部分は除く。）までの距離は1 号壁面線の表示のある箇所においては2．Om以上とし、2号壁面線の表示のある箇所においては1．Om以上とする。

事
壁　　面　　の

の　　　　制
位　置
　　限

　ただし、次に掲げるものは除く。
① 出窓、建築物に附属する門又は塀その他これらに類するもの。
② 建築物に附属する物置で高さが2．5m以下かっ床面積が6．61㎡以下であるもの。

画 ③　自動車車庫で高さが3．Om以下のもの。
項

建築物の各部分の高さは、当 建築物の各部分の高さは、当
該部分から前面道路の反対1則の 該部分から前面道路の反対「則の

境界線又は隣地境界線までの真 境界線又は隣地境界線までの真

建築物等の高さの 北方向の水平距離の1．25倍 北方向の水平距離の1．25倍

最　　高 限　　度 一 一 に10メートルを加えたもの以 一 一
12m に10メートルを加えたもの以

卜．

、かつ、当該水平距離から8 下、かっ、当該水平距離から8
メートルを減じたもののO．6 メートルを減じたもののO，6
倍に20メートルを加えたもの 倍に20メートルを加えたもの
以下とする。 以下とする。

建築物等
又は意匠

の形態
の制限

建築物の外壁又は、これに代わる柱並びに屋根の色彩は、原則と して原色を避け、周辺の環境と調和した落ち着きのある色調とする。

道路境界側のかき又はさくの構造は、次の各号のいずれかに掲げるものとする。ただし、都市計画道路（3・4・34号）は除く。 また、幅が1．5m以下の門柱、 門の袖等にあっては、この限りでない，、

か　き　又　は さ　く　の ①　生け垣

構　造　の 制　限 ② 宅地地盤面からの高さが1．2m以下の透視可能なフェンスで、 基礎を構築する場合は、基礎の高さが0．6m以下のもの．
③ 生け垣と基礎を組み合わせたもので基礎の高さが宅地地盤面から0．6m以下のもの、，

「区域、地区整備計画の区域及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」

［理由］：建築基準法（昭和25年法律第201号）の一部改正と整合を図るため、地区計画を変更する。
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地区計画（船形地区）の変更
位　置　図
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野田都市計画地区計画の変更（野田市決定）　（案）

　都市計画船形地区地区計画を次のように変更する．

名　　称 船形地区　地区計画

位　　置
野田市泉一丁目、泉二丁U及び泉三丁目の全部の区域並びに蕃昌新田宇

米或、船形字志殿野及び字米噛の各・部の区域

面　　積 約38，0ha

木地区は、野田市の中心部から北約4kln、東武野田線七光台駅の東約

1．5kmに位置し、地区西側は広域幹線道路である国道16号に接してい
る。

地区計画のn標 上地区両整理事業による効果の維持と促進を図るとともに、良好な操業

環境の創出と保全並びに国道16号沿道の利便性を生かした土地利用を図

るため、地区計両を導入し、周辺環境との調和に配慮した良好な工業地を

形成することを目標とする。

本地区は、野田市における産業拠点と魅力的な沿道地区を形成するため、

・1：業地区A、工業地区B、1：業地区C、沿道地区A及び沿道地区Bの方針

を以下に定める。

［工業地区A］

1メ： 工業の利便を増進するため、丁業の機能の育成を図る。

域 ［上業地区B］

の

整

備

咽 土地利用の方針

丁業専用地域の周辺地区として、周辺環境に配慮した無公害型の産業施

設、サービス施設等の誘導を図る。

［工業地区C］

発 船形上地区画整理事業区域内に存在する住宅を集約し、周辺の丁業団地の

及 利倒生の向上を図る。

び ［沿道地区A］
保全に

国道16号に而する地区であり、⊥業地区の操業環境に配慮しつつ、流通

系業務等を誘導し、幹線道路沿道にふさわしい土地利用を図る。

関
［沿道地区B」

す 国道16号に面する地区であり、後背の工業地区のバッファ的な上地利用

る を図るため、自動車関連施設、沿道サービス施設等の誘導を図る。
．

地区施設の整備の方針
上地区両整理事業により、道路、公園等の都rh基盤施設が整備されたの

で、これらの桟能が損なわれないよう維持、保全を図る。

本地区の目標及び十地利用の方針に基づき、地区の特性に応じた形態を

建築物等の整備の方針 備えた建築物等の誘導を図る。そのため、建築物等の川途の制限、建築物

の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限について定める．，

2



地区の
地区の

名　称
工業地区A コニ業地区B 工業地区C 沿道地区A 沿道地区B

区　　分 地区の

面　積 約19，Iha 約2．Oha 約1．5ha 約11．7ha 約3、7ha

次に掲げる建築物は建築してはなら 次に掲げる建築物は建築してはなら 次に掲げる建築物は建築してはならな 次に掲げる建築物は建築してはなら 次に掲げる建築物は建築してはならな
ない。 ない。 し㌔ ない。 い。

1．神社、与院、教会その他これらに類 1，住宅 1、学校 1．住宅 1，住宅

するもの 2．住宅で事務所、店舗その他これらに 2，伸社、寺院、教会その他これらに類す 2．住宅で事務所、店舗その他これらに 2，住宅で事務所、店舗その他これらに類
2．自動車教習所 類する用途を兼ねるもの るもの 類する用途を兼ねるもの する川途を兼ねるもの
3，畜舎 3．共同庄宅 3，老人ホーム、保育所、診療所、身体障 3．共同住宅 3、共同住宅

4，神社、寺院、教会その他これらに類 害者福祉ホームその他これらに類す 4，神社、寺院、教会その他これらに類 ・1，神社、寺院、教会その他これらに類す

するもの るもの するもの るもの

5．白動車教習所 4．公衆浴場 5．自動申二教習所 5．自動巾1教習所

6，建築基準法施行令第130条の7で定め 5，病院 6．建築基準法施行令第130条の7で定め 6．建築基準法施行令第130条の7で定め
建

る規模の畜舎 6．老人福祉センター、児童厚生施設その る規模の畜舎 る規模の畜舎

7．マージャン屋、射的場、勝馬投票券発 他これらに類するもの 7，マージャン屋、射的場、勝馬投票券 7，マージャン屋、射的場、勝馬投票券発

売所、場外車券売場その他これらに類 7，ボーリング場、スケート場、水泳場そ 発売所、場外車券売場その他これら 売所、場外車券売場その他これらに類

地
築

するもの の他これらに類する建築基準法施行 に類するもの するもの

8，キャバレー、料理店、ナイトクラブ、 令第130条の6の2で定める運動施設 8．キャバレー、料理店、ナイトクラブ、 8．キャバレー、料理店、ナイトクラブ、

ダンスホールその他これらに類する 8，ホテル又は旅館 ダンスホールその他これらに類する ダンスホールその他これらに類する
物
建築物等の もの 9，白動車教習所 もの もの

区 用途の制限 lo．畜舎

11．マージャン屋、ばちんこ屋、射的場、
等

勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの

整 12．カラオケボックスその他これに類す
に

るもの

13，劇場、映画館、演芸場又は観覧場

14，キャバレー、料理店、ナイトクラブ、

備
関

ダンスホールその他これらに類する

　もの
15，建築基準法別表第二（り⇒ぬ）項第二

す
号に掲げる建築物

計 16．建築基準法別表第二（り⇒ぬ）項第三

号に掲げる建築物
る

17，火薬、石油類、ガスなどの危険物の貯

画

蔵又は処理に供するもの

事

建　築 物　の 1、000㎡
50011f

1651㎡ 1，000㎡ 200㎡
敷　地 面　積 ただし、次の各号の一に該当するものについては、この限りでない。

項 の最低限度
1． 巡査派山所、公衆電話所その他これらに類する建築基準法施行令第130条の4で定める公益上必要な建築物及び市長が公益上やむを得ないと認めた建築物の敷地の用に供するもの。
2， 土地区画整理事業により換地された土地で、所有権その他の権利に基づいてその全部を一の敷地として使用するもの。

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離（道路のすみ切り部分を除く。）は、次のとおりとする。

1．壁面線の表示のある箇所においては、 道路境界線までの距離は3m以上とする。
2．壁面線の表示のない箇所においては、 道路境界線までの距離は1m以ヒとする。

壁面の位置 ただし、次の各号の一に該当する場合又は市長が公益上必要な建築物で用途上若しくは構造上やむを得ないものと認めた場合は、この限りでない。

の　　制 限 1．出窓

2，車庫で、高さ3m以下かつ床面積の合計が301㎡以ドのもの

3．物置で、軒の高さが2， 3m以ドかつ床面積の合計が51㎡以下のもの

「区域、 地区の区分及び壁面の位置の制限は、計画図表示のとおり」

【理由】　建築基準法（昭和25年法律第201号）の一部改正と整合を図るため、地区計画を変更する。
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参考資料

　　　用途地域 上業専用地域 準T．業地域 準工業」山域 準」二業地域 準工業地域

地区の

地区の

名　称
⊥業地区A 工業地区B 丁業地区C 沿道地区A 沿道地区B

区　分 地区の

面　積 約19，111a 約2，0ha 約1，5ha 約11、7ha 約3．7ha

次に掲げる建築物は建築してはなら 次に掲げる建築物は建築してはなら 次に掲げる建築物は建築してはならな 次に掲げる建築物は建築してはなら 次に掲げる建築物は建築しては
ない。 ない。 い、、 ない。 ならない。

1，神ト1：、寺院、教会その他これらに類 1，庄宅 1，学校 1．住宅 1，住宅

するもの 2．住宅で事務所、店舗その他これらに 2，神社、、『院、教会その他これらに類す 2．庄宅で事務所、店舗その他これらに 2．庄宅で事務所、店舗その他これ
2，白動車教習所 類する用途を兼ねるもの るもの 類する用途を兼ねるもの らに類する用途を兼ねるもの
3．畜舎 3，共同庄宅 3．老人ホーム、保育所、診療所、身体障 3．共同住宅 3．共同住宅

4，神祉、寺院、教会その他これらに類 害者福祉ホームその他これらに類する 4．神社、寺院、教会その他これらに類 4．神社、寺院、教会その他これら

するもの もの するもの に類するもの
5，自動車教習所 4、公衆浴場 5，自動車教習所 5，自動車教習所

建
6．建築基準法施行令第130条の7で定め 5，病院 6．建築基準法施行令第130条の7で定 6．建築基準法施行令第⊥30条の7

る規模の畜舎 6，老人福祉センター、児童厚生施設その める規模の畜舎 で定める規模の畜舎

→建築基準法施行令第130条の7 他これらに類するもの 一〉建築基準法施行令第130条の7 →建築基準法施行令第130条の7

床面積の合計が15㎡を超えるもの 7．ボーリング場、スケート場、水泳場そ 床面積の合計が15［㎡を超えるもの 床面積の合計が151㎡を超えるもの

地
築

7，マージャン屋、射的場、勝馬投票券発 の他これらに類する建築基準法施行令 7，マージヤン屋、射的場、勝馬投票券 7，マージャン屋、射的場、勝馬投

売所、場外車券売場その他これらに類 第130条の6の2で定める運動施設 発売所、場外車券売場その他これら 票券発売所、場外申：券売場その

するもの →建築基準法施行令第130条の6の2 に類するもの 他これらに類するもの
物

8．キャバレー、料理店、ナイトクラブ、 スキー場、ゴルフ練習場及びバッティン 8．キャバレー、料理店、ナイトクラブ、 8、キャバレー、料理店、ナイトク

区 ダンスホールその他これらに類する グ練習場 ダンスホールその他これらに類す ラブ、ダンスホールその他これ
，　もの 8，ホテル又は旅館 るもの らに類するもの

等
9，自動車教習所

10，畜舎

整 11．マージャン屋、ばちんこ屋、射的場、
に

建築物等の
用途の制限

　勝馬投票券発売所、場外車券売場その
　他これらに類するもの
12．カラオケボックスその他これに類する

備
関

もの

」3，劇場、映画館、演芸場又は観覧場

14，キャバレー、料理店、ナイトクラブ、
す

ダンスホールその他これらに類するも

計 の

15，建築基準法別表第二（り⇒ぬ）項第二
る

号に掲げる建築物

→原動機を使用する工場で作業場の床而

画 積の合計が15011fをこえるもの（日刊新聞
事

の印刷所及び作業場の床面積の合計が30

0㎡をこえない自動車修理工場を除く。）

16，建築基準法別表第二（り⇒ぬ）項第三
項 号に掲げる建築物

→次に掲げる事業を営む工場
（1）玩具煙火の製造

（2）アセチレンガスを用いる金属の工作

（アセチレンガス発生器の容量30リツ

トル以下のもの又は溶解アセチレンガ
スを川いるものを除く。）

（3）引火性溶剤を用いるドライクリーニン

グ、ドライダイイング又は塗料の加熱乾

燥若しくは焼付（赤外線を用いるものを
除く。）
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用途地域 工業専用地域 準丁業地域 ］1「1丁業地域 準⊥業地域 準⊥業地域

地区の

区　分

地区の

名　称
工業地区A 一「業地区B 工業地区C 沿道地区A 沿道地区B

（Dセルロイドの加熱加丁又は機械のこぎ

りを使用する加丁

（5）絵具又は水性塗料の製造

（6）出力の合計が0．75キロワツトをこえる

原動機を使用する塗料の吹付

（7）亜硫酸ガスを用いる物品の漂n

（8）骨炭その他動物質炭の製造

（8－2）せつけんの製造

（8－3）魚粉、フェザー一ミール、肉骨粉、肉

粉若しくは血粉又はこれらを原料とす
る飼料の製造

（8－4）手すき紙の製造

（9）羽又は毛の洗浄、染色又は漂白

（10）ぼろ、くず綿、くず紙、くず糸、くず

毛その仙これらに類するものの消毒、選

別、洗浄又は漂白

（1D製綿、古綿の再製、起毛、せん毛、反
建

毛又はフェルトの製造で原動機を使用

地 ee するもの

架 （12）骨、角、きば、ひずめ若しくは貝がら

の引割若しくは乾燥研磨又は3台以トの

区
物 研磨機による金属の乾燥研磨で原動機

を使用するもの
等 （13）鉱物、岩石、土砂、コンクリート、ア

整
に

建築物等の

スファルト・コンクリート、硫黄、金属、

ガラス、れんが、陶磁器、骨又は貝殻の

粉砕で原動機を使用するもの

備
関 用途の制限 （13－2）レデイミクストコンクリートの製

　造又はセメントの袋訪で出力の合計が

す 2．5キロワツトをこえる原動機を使用す
るもの

計
る （14）墨、懐炉灰又はれん炭の製造

（15）活字若しくは金属工芸品の鋳造又は

画
事

金属の溶融で容量の合計が50リツトル

をこえないるつぼ又はかまを使用する

項
もの（印刷所における活宇の鋳造を除
くロ）

（16）瓦、れんが、土器、陶磁器、人造砥石、

るつぼ又はほうろう鉄器の製造
（17）ガラスの製造又は砂吹

（17－2）金属の溶射又は砂吹

（［7－3）鉄板の波付加工

（17－4）ドラムかんの洗浄又は再生

（18）スプリングハンマーを使用する金属

の鍛造

（19）伸線、伸管又はロールを用いる金属の

圧延で山力の合計が4キロワツト以下の

原動機を使用するもの

（20）スエージングマシン又はロールを川

いる金属の鍛造

17．火薬、石油類、ガスなどの危険物の貯

蔵又は処理に供するもの
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用途地域 ⊥業専用地城 準」業地域 準コニ業⊥也域 iltコ［業⊥也」或 7Pτ業地域

地区の

区　分

地区の

名　称
丁業地区A 工業地区B 工業地区C 沿道地区A 沿道地区B

1，0001㎡
50011f

165【㎡ 1，0001㎡ 2001㎡

ただし、次の各号の・に該当するものについては、この限りでない。

建
1， 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する建築基準法施行令第130条の4で定める公益上必要な建築物及び市長が公益上やむを得ないと認めた建築物の敷地の川に供するもの。

→建築基準法施行令第13〔〕条の4
地

築 ・郵便局で延べ而積が500f6以内のもの
・地方公共団体の支庁又は支所の用に供する建築物、老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類するもので延べ面積が60〔〕Ilf以内のもの

物 ・近隣に居住する者の利用に供する公同に設けられる公衆便所又は休憩所
区 建　築 物　の ・路線バスの停留所の上家

等
敷　地 面　積 ・ 次のイからチまでの・に掲げる施設である建築物で建設大臣が指定するもの

の最低限度 イ 電気通信事業法第12条第1項に規定する第一種電気通「言事業者がその串業の用に供する施設

整 口 電気事業法第2条第1項第7号に規定する電気串業の用に供する施設
に

ノ、 ガス事業法第2条第1項に規定する一般ガス事業又は同条第3項に規定する簡易ガス事業の用に供する施設

二 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第2条第3項に規定する液1ヒ石仙ガス販売事業の用に供する施設

備
関

ホ　水道法第3条第2項に規定する水道事業の用に供する施設

へ　下水道法第2条第3号に規定する公共ド水道の用に供する施設
す ト　都市高速鉄道の用に｛共する施設

計 チ　熱供給事業法第2条第2項に規定する熱供給事業の用に供する施設
る 2． 土地区画整理事業により換地された土地で、所有権その他の権利に基づいてその全部を…の敷地として使川するもの。

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離（道路のすみ切り部分を除く、）は、次のとおりとする。

画
事 1，壁面線の表示のある箇所においては、 道路境界線までの距離は3m以上とする。

項 壁面の位置
の　　制 限

2、壁面線の表示のない箇所においては、

1．出窓

　　　　　　　　　　　　　　　　道路境界線までの距離は1m以上とする。
ただし、次の各号の一に該当する場合又は市長が公益上必要な建築物で用途上若しくは構造上やむを得ないものと認めた場合は、この限りでない。

2．申：庫で、高さ31n以下かつ床面積の合計が30㎡以下のもの

3，物置で、軒の高さが2， 3m以下かつ床面積の合計が51㎡以下のもの
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地区計画（野田市駅西地区）の変更

位　置　図
　 ロほ　ロへ

ウコト

ゼ

齢　

＼

＼

＼

＼馨
＼§

　　＼＼

　　　

1／25，000

凡　例

口
地区計画区域

1



野田都市計画地区計画の変更（野田市決定）　（案）

都市計両野田市駅西地区地区計画を次のように変更する、

2



地区の
地区の
名　称

商業地区 近隣商業±也区 準工業地区

区　分 地区の
而　積 約2．3ha 約1．5ha 約2．2ha

用途地域 商業地域 近隣商業地域 準⊥業地域

次に掲げる建築物は、建築し 次に掲げる建築物は、建築し 次に掲げる建築物は、建築し

地

てはならない．

1，1階部分を住宅、共同庄宅、
　寄宿舎又は下宿の用に供す
　るもの（住宅の用に供する出
　人口、階段、廊下等の避難施
　設、駐車場、駐輪場及びその
　他の建物の区分所有等に関

てはならない。

L　1階部分のうち、野田市駅
　前線に面する部分を住宅、共

　同住宅、寄宿舎又は下宿の用

　に供するもの（住宅の用に供

　する出入口、階段、廊下等の

てはならない。

1，自動車教習所

2．畜舎（動物病院及びペソト
　ショップ等で、動物0）収容の

　用に供する部分の床面積の
　合計が151㎡以下のものを

する法律第2条第4項に定 避難施設、駐車場、駐輪場及 除く。）
建

める共用部分を除く。） びその他の建物の区分所有 3，マージャン屋、ばちんこ屋、

2．自動車教習所 等に関する法律第2条第4 射的場、勝馬投票券発売所、
3．畜舎（動物病院及びペット 項に定める共用部分を除 場外馬券売場その他これら

築 ショップ等で、動物の収容の く。） に類するもの

区

物
建築物等の

用途の制限

　用に供する部分の床面積の
　合計が1511f以下のものを
　除く。）

4，マージャン屋、ばちんこ屋、
　射的場、勝馬投票券発売所、

　場外馬券売場その他これら
　に類するもの

2．自動車教習所

3．畜舎（動物病院及びペット
　ショップ等で、動物の収容の

　用に供する部分の床面積の
　合計が151㎡以下のものを
　除く，）

4．キャバレー、料理店その他
　これらに類するもの

5，集会場（業として葬儀を行
　うものに限る。）

6，風俗営業等の規制及び業務
　の適正化等に関する法律第

等 5．倉庫業を営む倉庫 4．マージャン屋、ばちんこ屋、 2条第1項第2号若しくは
6，キャバレー、料理店その他 射的場、勝馬投票券発売所、 第3号又は同条第9項に規

整 これらに類するもの 場外馬券売場その他これら 定する営業の用に供する建
7．建築基準法別表第2　（ち⇒ に類するもの 築物

に り）項第3号に掲げるもの 5．倉庫業を営む倉庫
8．集会場（業として葬儀を行 6，集会場（業として葬儀を行

備

関

　うものに限る。）
9．風俗営業等の規制及び業務
　の適正化等に関する法律第
　2条第1項第2号若しくは
　第3号又は1司条第9項に規
　定する営業の用に供する建

　うものに限る。）

7．風俗営業等の規制及び業務
　の適正化等に関する法律第

　2条第1項第2号若しくは
　第3号又は同条第9項に規

す 築物 定する営業の用に供する建
築物

1，00011f 300〕Yf i501rf

建　築 物　の ただし、次の各号のいずれかに該当するものは、 この限りではない．

計

る
敷　地

の最低限度
面　積

1．建築基準法別表第2（い）
建築物の敷地の用に供する
2，

　　　　　　　　　　　項第9弓・に掲げるもの及び市長が公益トやむを得ないと認めた
　　　　　　　　　　もの。
土地区画整理事業により換地された土地のうち、所有権その他の権利に基づいてその全部

を一一の敷地として使用するもの。

事 建築物の外壁面又はこれに代わる往の面から道路境界線までの距離は、次のとおりとする。
なお、すみ切り部分の制限を除く，．

壁面の位置 ただし、市長が公益上やむを得ないと認めた場合は、 この限りではない。

の　　制 限 駅前広場に面する部分は2 Im以Lとする。
項 n1以ヒ、その他の部分はIln以

上とする、．

画
建築物等の 1， 建築物の屋恨、外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原色を避けた落ち着いた色彩を基調と
形態又は意匠 し、地区の環境に調和したものとする．

の　　制 限 2． 屋外広告物は、自己の用に供するものとし、街並みの統一感を著しく損わないものとする
・

駅前広場に面する部分につ 野田市駅前線に而する部分については、次の各号の ・に掲げ

いては、設置しないものとす るものとする、
る．野田市駅前線に血する部

かき又はさく
分については、次の各号の　．
に掲げるものとする、

の構造の制限 1．生垣
2．L2m以下の透視‘ll．能ナξフェンス

ただし、門又は生垣、 フゴンス等の基礎となる高さ0．6m以下のコン〃リートブ「コック、
石積み等については、 この限りでない。

「区域、 地区整備計画の区域及び壁面の位置の制限並びにかき、さくの制限は計画図表示のとおり」
［理由］：建築基準法（昭和25年法律第201号）の一部改正と整合を図るため、地区計画を変更する。
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参考資料

」．也区の

地区の

名tS
商業地区 近隣商業地区 準工業地区

区分 地区の

面積 約2．3ha 約1，5ha 糸勺2．2ha

用途地域 商業地域 近隣商業地域 準⊥業地域

次に掲げる建築物は建築 次に掲げる建築物は建築 次に掲げる建築物は建築し
してはならない． してはならない。 てはならない。

1，　1階部分を住宅、共同庄 エ．1階部分のうち、駅前線に
宅、寄宿舎又はド宿の用に 面する部分を住宅、共同住 1，～4．（略）

供するもの（住宅の用に供 宅、寄宿舎又は下宿の用に
する出人口、階段、廊下等 供するもの（住宅の用に供

地 の避難施設、駐車場、駐輪 する出人口、階段、廊卜’等
場及びその他の建物の区分 の避難施設、駐車場、駐輪

建 所有等に関する法律第2条 場及びその他の建物の区分
第4項に定める共用部分を 所有等に関する法律第2条
除く。） 第4項に定める共川部分を
→　第2条第4項 除く。）

築 専有部分以外の建物の部 一・第2条第4項
分、専有部分に属しない建 専有部分以外の建物の部

区 物の附属物等（共同住宅等 分、専有部分に属しない建
の玄関ホール、廊下、階段、 物の附属物等（共同住宅等

物 エレベーターホール、等） の玄関ホール、廊下、階段、
コニレベークーホール、等）

等

2，～6，（略） 2．～5，（略）

7．建築基準法別表第2（ち⇒
整 り）項第3号に掲げるもの

→個室付浴場業に係る公衆
に 建築物等の 浴場その．他これらに類する

用途の制限
政令で定めるもの（ヌード
スタジオ、σ）ぞき劇場、ス

関 トリップ劇場、専ら異性を

同伴する客の休憩の用に供
備 する施設、　専ら性的好奇心

をそそる写頁その他の物品
す の販売を日的とする店舗そ

の他これらに類するもの） 5，集会場（業として葬儀を行
8，集会場（業として葬儀を行 6．集会場（業として葬儀を行 うものに限る。）

る
うものに限る．、） うものに「眼る。） →セレモニーホールなど
→セレモニーホールなど 一・セレモニーホールなど 5，風俗営業等の規制及び業

計 9，風俗営業等の規制及び業
　務の適正化等に関する法律

7．風俗営業等の規制及び業
　務の適1ピ化等に閲する法律

務の適正化等に関する法律
第2条第1項第2弓・若しく

事 第2条第ユ項第2号若しく 第2条第1項第2号若しく は第3号又は同条第9項に
は第3号又は同条第9項に は第3号’又は同条第9項に 規定する営業の用に供する
規定する営業の用に供する 規定する営業の用に供する 建築物
建築物 建築物 →　第2条第1項第2号

項 一〉　　第2条第1　項第2　号

低照度飲食店（10ルクス
→　第2条第1項第2号
低照度飲食店　（10ルクス

低照度飲食店（10ルクス
以下）

画
以下） 以下）

→　第2条第1項第3号
一・　第2条第1項第3号 →　第2条第1項第3号 区画席飲食店
区画席飲食店 区画席飲食店 ・第2条第9項
→　第2条第9項 一 ’第2条第9項 テレホンクラブ（人店型）
テレホンクラブ（人店型） テレホンクラブ（人店型）

1，000nf 3001｜f 15011f
建築物の ただし、次の各号のいずれかに該当するものを除く．

敷地而積の 1，建築基準法別表第2　（い） 項第9号に掲げるもの及び市長が公益ヒやむを得ないと認
めた建築物の敷地の用に供する もの．

最低限度 一 レ別表第2（い）項第9号 巡杏派出所、公衆電話所等
2，（略）
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報告第2号　字区域の変更及び設定について（報告）愛宕駅東第一地区1位置図／愛宕駅東第一地区〜二／仁一一一”t一「「／　　　　レ一”r’1’N　　●縮尺　S＝FREE＿＿．一」一一一＝，一一一、・，．一：：rX。］xtkll／／tX＼＼一」＼＼　　　　　＼／　　　ヒ　．／　ぺ�Svづレ2　　・／野田市立第一中学校！”“”凡　　　例土地区画整理事業地区字区域変更区域2字区域の変更及び設定について（報告）　東武野田線愛宕駅の東側の『愛宕駅東第一地区』には、野田市愛宕駅東第一土地区画整理事業区域内、周辺の住宅地（2か所）、駅前広場に飛地があることから、「住居の表示の整備方針」の「字変更」の整備方法により、土地区画整理事業の換地処分に合わせて飛地の解消を図ろうとするものです。　なお、当該土地区画整理事業の施行区域は、1．07haであることから、同整備方針に基づき（土地区画整理事業の施行区域6．5ha以上）、新しい大字の設定は行いません。1　飛地の状況について　土地区画整理事業区域内には清水字堀尻の飛地3筆、周辺の住宅地には清水字堀尻の飛地10筆と清水字畔ケ谷の飛地53筆、駅前広場には中野台字堀尻の飛地2筆があり、この68筆の現況は、宅地、雑種地などです。　建物は、居宅など18棟があり、29世帯49人が居住しています。2　飛地等の整備について　飛地の大字と小字にっいては、隣接する「野田字山王山下」に変更します。　飛地の地番については、既存の「野田」の地番と重複してしまうことから、新しい地番に変更します。また、土地区画整理事業区域内にあっては、新しい街区となることから、飛地と同様に新しい地番に変更します。　整備に当たっては、土地や建物を所有されている方の同意のもとに進めてまいりますが、反対者については、その意思を尊重して整備区域から除いて実施することとします。○当該地区の変更例変更前変更後清水（字堀尻）×××番地の×清水（字向畔ケ谷）×××番地の×中野台（字堀尻）×××番地の×野田（字山王山下）○○○○番地の○＊野田（字山王山下）×××番地の×＊は、土地区画整理事業区域（飛地以外）の例3　字区域の変更スケジュール（予定）・平成30年2月　都市計画審議会に諮問・平成30年6月　議会に付議・平成31年　　　字変更の告示（換地処分の効力発生に合わせて）3変更後の字区域図大字清水　字堀尻t、、t大｝｛土地区画整理事業施行地区大　字　界●●■●■■■■●■●●変更前の字区域図大字清水　字堀尻1膿土地区画整理事業施行地区大　字　界■●■■■●●■●■■■4報告第3号野田都市計画地区計画　（台町東地区、船形地区及び野田市駅西地区）の変更について（報告）都市緑地法等の一部改正による地区計画の変更にっいて1　都市緑地法等の一・・部改正について　都市内農地等の都市の緑空間をできる限り活かしながら保全’活用していくため　の都市緑地法等の一部を改正する法律が平成29年5月12日に公布され、都市緑地法等に関する一部の事項は平成29年6月15日に施行しました。関係する都市計画法及び建築基準法は施行日が平成30年4，月1日とされました。【主な改正の内容】�@　都市計画法に定めることができる用途地域に「田園住居地域」が追加される等�A　建築基準法　別表（2）の用途地域に「田園住居地域」が追加され、制限の内容　　を記した欄が（ち）項として追加される等【建築基準法別表第二】一部抜粋りち新設ろい築し商物て業い建近建築隣築る用第物こ地二築る用第物こ地一は地な域ら内なに築し商物て業　は地　な域省略と域種が内低でに層き建庄と域種が内低でに層き建住い建ら内る築居る築居z　筑え　にア　　て　　モz　「＝⊇旬　　一A略号＿口にぬ　　ニー�O他キ＿　　ヤりA略号＿∵まい　　一　一所住住’宅宅掲一げ項ノ＼レ項でvに項店で舗事る第も一の●1に’掲料げ磐る号そ務罐及理るもか＿宅び笙店もそのののら　第　九略でv事　孜ぬりちろいて商は業な地ら域な内いに建建築築物し築築近物し隣　て商　は業　な地　ら域　な内　いに　建　．建築田築す園物る住　こ居　と地　が域　で内　きにる建省略と地第が域二と地第が域一　　一A略二＿口号ぬ観躯場　　鷲＿　　二　・略のキ＿∨他ヤり纏翼＿　　　　　　　　四　　三　　　一哩謡糊蹴齪鑓量c　も平でる販ですの　又物で項　の方床店売生る生　　　　　　　　　　はのに第　　　　　　　　　貯生掲一　　メ面舗を産も産　　　　　　　　　蔵産げ号　　け責’主さの資　　♪客馨鷲幻燕顯　　物計店Ll農　　貯　　す荷の第　　以がそ白・産　　蔵　　る　’　九＾九一一i略号＿口主い�b懸顯の易＾　　　　　　ニー略ち用そ仕住口政途の住宅　令を他宅　至兼こで鍔鵠�f露　　’る全12　地区計画の変更について　　この都市計画法及び建築基準法の改正を控えて、本市の地区計画における建築　物等の用途の制限において建築基準法の別表第2を引用して制限を行っている地　区の中で、項ずれが発生する地区が3地区あます。　　このため、平成30年4月1日の法改正の施行にあわせて当該地区計画を変更　するため、都市計画の変更手続きを行うものです。　　なお、地区計画による建築物等の用途の制限内容に変更はありません。【変更内容】台町東地区地区計画　用途地域　　　　　　　準工業地域船形地区地区計画　用途地域　　　　　　　　準工業地域野田市駅西地区地区計画　用途地域　　　　　　　　商業地域準工業地域23　都市計画変更スケジュール原案縦覧県事前協議11月10日　12月上旬　12月案の縦覧1月上旬県法定協言義都市計画決定2月1日3月4月1日3地区計画（台町東地区）の変更位　置　図＼台町東地区麹、、主要地　　＼　　　＼　　　＼　　　＼　　　　、　　　　1　　　　1　　　　＼　　　　＼，　　　　＼　　　　　＼．頂，＼＼＼）＼＼＼ge）［，�g1‘轡瞳N勢．1　着　響　顯＼、＼＼’＼、＼＼レ‘1h‘，／1，1：（＼　　ぷ1／25，000凡　例口　　地区計画区域1野田都市計画地区計画の変更（野田市決定）　（案）都市計画台町束地区地区計画を次のように変更する。名称ftZ置面債地区計両の目標区域の整備・開発及び保全に関する方針上地利川の方針」也1メ：加蜻莞ソ）望窪fri−fiσ）プ元f十建築物等の’整f精σ）プ元金十台町東地区地区計画　野田ll欄宿台町宇束．ヒ、字東八、宇東九、字東卜、字束十東十三の各・部の区域、字東ト1及び宇糸勺18，　3ha　木地区は、野田市の北部に位置し、都市計画道路3・4・34号を骨格として、土地区lll『整理’91：業により基盤整備が行われている地区であり、本ili北部の副次拠点として生活環境を整えた良好な居住環境を有する住宅地の形成及びインターチェンジへのアクセス性を生かした⊥業地の形成を図る地区である。　そこで、地区計画の策定により、建築物等の適切な誘導を進め、士地区画整理事業の効果の維持を図りつつ、各土地利用における良好な環境を創出することを目標とする。　本地区は、個性豊な街並み及び良好な住環境の形成を目指し、H常購買需要を満たすことのできる商業施設等の集積を図る街区、沿道施設等の立地を図る街区及び良好な住宅地を形成する街区並びに工業施設等の集積を図る街区を適正に配置することにより、均衡のとれた土地利用を図るため、商業地区、沿道地区A、沿道地区B、一般住宅地区A、一般住宅地区B、一・般住宅地区C及び丁業地区の方針を以下に定める。［商業地区］　　徒歩牛活圏の日常サービスの諸機能を集約化した地区中心的な商業地の形　　成を図る。［沿道地区A］　　周辺の住宅地との整合を図りつつ、幹線道路の沿道地区にふさわしい街並み　　の形成を図る。［沿道地区B］　　工業地と住宅地の融合を図りっつ、幹線道路の沿道地区にふさわしい街並み　　の形成を図る。［一・般住宅地区A］　　敷地の細分化の防止一や生け垣の推進等により、ゆとりと落ち着きのある低層　　住宅地の形成を図る。［・般住宅地区B］　　敷地の細分化の防止や生け垣の推進等を図り、周辺柱宅地との調和に配慮し　　た住宅地の形成を図る。［一．．般住宅地区C1　　敷地の細分化の防iLや生け垣の推進等を図りっつ、幹線道路の沿道地区と調　　和する街並みの形成を図る．．［工業1也1x：」　　⊥業の利便の増進を図りつつ、周辺環境に配慮した産業施設等の形成を図　　る．．　本地区における地区施設は、1二地区ll［11整理’1｝1業により　・体的に配置されているので、これらの1−Lt区施設の機能が損〆−itわれないよう維拍1保全に努める．　本区域における十地下i］用の方針に基づく糊メ：区分に台わせ、建築物等の用途の制限、建築物の敷地而積の最低限度、壁而の位置の制限、建築物等の高さの最高限度、建築物等の形態又は意匠の制限及びかき又はさくの1嗣告の制限を定め、良好な住環境及び整然とした街並みの形成を図る。2地　区　の地　区　の名　　　称商業地区沿道地区A沿道地区B一般庄宅地区A一般庄宅地区B一般住宅地区C丁業地区区　　　　分地　区　の面　　　積約3，8ha約0，8ha約1．3ha約5，0ha約2．9ha約1．6ha約2．9ha本地区においては、次に掲げる建築物を建築してはならない．，本地区においては、次に掲げる本地区においては、次に掲げる本地区においては、次に掲げる1，自動車教習所建築物を建築してはならない。建築物を建築してはならない。建築物を建築してはならない．、2．畜舎1．自動車教習所1．自動車教習所1．自動車教習所2．畜舎2．畜舎2．畜舎3，当該用途に供すろ部分が3，当該用途に供すろ部分がL5003．キヤバレー、料理店、ナイトク1∪000nfを超える店舗、飲食11fを超える店舗、事務所、飲食ラブその他二れらに損するも店、展示場、遊技場、勝馬投票店その他これらに’垣するものの券発売所、場外車券売場その他これらに類するもの4．キャバレー、料理店、ナイトク建ラブその他これらに類するも地建　築　物等　の　の5．建築基準法別表第二（り⇒ぬ）用　途　の制　限項第二号に掲げる建築物（原動　一築機を使用する工場で作業場の床面積の合計が150tlfを超える「もの）区物6，建築基準法別表第二（り⇒ぬ）項第三号に掲げる建築物　（商業その他の業務の利便を害す等るおそれがある工場）硲※7，建築基準法別表第二〔り⇒ぬ）正項第四号に掲げる建築物（数量にがやや多い火薬、石油類、ガスなどの危険物の貯蔵又は処理に供するもの）関2〔〕OIlf15011f備ただし、次の各号の一に該当するものを除く。建　築　物の　敷　地（1）建築基準法別表第2　（い）項第9号・に掲げるものの用に供する敷地及び市長が公益上やむを得ないと認めた建築物の敷地の用に供するもの。す面積の最低限度（2）土地区画整理事業により換地された土地及び保留地のうち、所有権その他の権利に基づいてその全部を一の敷地として使用するもの．（3）現に建築物の敷地として使用されている土地で当該規定に適合しないもの及び現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば当該規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の敷地計るとして使用するもの。建築物の外壁面又はこれに代わる柱の面から、道路境界線（隅切部分は除く。）までの距離は1号壁面線の表示のある箇所においては2．Om以上とし、2号壁面線の表示のある箇所においては1．Om以上とする。事壁　　面　　のの　　　　制位　置　　限　ただし、次に掲げるものは除く。�@出窓、建築物に附属する門又は塀その他これらに類するもの。�A建築物に附属する物置で高さが2．5m以下かっ床面積が6．61�u以下であるもの。画�B　自動車車庫で高さが3．Om以下のもの。項建築物の各部分の高さは、当建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の反対1則の該部分から前面道路の反対「則の境界線又は隣地境界線までの真境界線又は隣地境界線までの真建築物等の高さの北方向の水平距離の1．25倍北方向の水平距離の1．25倍最　　高限　　度一一に10メートルを加えたもの以一一12mに10メートルを加えたもの以卜．、かつ、当該水平距離から8下、かっ、当該水平距離から8メートルを減じたもののO．6メートルを減じたもののO，6倍に20メートルを加えたもの倍に20メートルを加えたもの以下とする。以下とする。建築物等又は意匠の形態の制限建築物の外壁又は、これに代わる柱並びに屋根の色彩は、原則として原色を避け、周辺の環境と調和した落ち着きのある色調とする。道路境界側のかき又はさくの構造は、次の各号のいずれかに掲げるものとする。ただし、都市計画道路（3・4・34号）は除く。また、幅が1．5m以下の門柱、門の袖等にあっては、この限りでない，、か　き　又　はさ　く　の�@　生け垣構　造　の制　限�A宅地地盤面からの高さが1．2m以下の透視可能なフェンスで、基礎を構築する場合は、基礎の高さが0．6m以下のもの．�B生け垣と基礎を組み合わせたもので基礎の高さが宅地地盤面から0．6m以下のもの、，「区域、地区整備計画の区域及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」［理由］：建築基準法（昭和25年法律第201号）の一部改正と整合を図るため、地区計画を変更する。3地区計画（船形地区）の変更位　置　図／＿’／lt，　　　　　ぽ｝、1，　ノリ　　　　　　　　　　　　　　　　　�G　　　戸ジ．遍竃b�H　iiU1　　・Wl＿．」1齢）1・1L　　　　　　　　エかヨ　　　　鴻，、。洲目�翫J・．・1，．　　　　　　�L寧〃懲＼、　＼、　　　　　−1　　＼＼＼vi｜ll、＼＼＼寧1‘｛気／！，、x，1．！、、　もベト　／／tl、　1・1、　1・争主要地方道我孫子関宿線船形地区＼1x、ボ焔・．．“k，Ly・�S・　膨三T日　　　　　　主　　w、七憩駅漕KSI．，．，ll一�`護」　　　　〈1　，s．／，k，諺霧＼　　　　「’1＼＼�d諺ctt／�cの．，；�klti膨／．1．−3「「一Ψ鹸熱ド”警　　・＼＿鍾魂鄭、　＼　　＼　　　・　Il！）・と＿：ぷ’；t’t．▽翌・！L：‘薗川、1、」1・‘．．ttL．L；．，一；．‘［1　，r’　1’“．蟄卜t：1．il霧ドi・［、融　tt・1主水公園駅、　　　／人．　1　　．⊥　　．，・．1／　ぺP穏　、賓駅・叫：辮’画託一弍国道曽号��》、礁’・、、膓ol‘1．．　IJILlili　1i’　i’ti」＝・N．．！‘1謙をコ、1．．11−lli．！、一一lii．k／1．i／t　ロ笥止「．織鵠　　1／25，000凡　例［：：コ　　地区計画区域1野田都市計画地区計画の変更（野田市決定）　（案）　都市計画船形地区地区計画を次のように変更する．名　　称船形地区　地区計画位　　置野田市泉一丁目、泉二丁U及び泉三丁目の全部の区域並びに蕃昌新田宇米或、船形字志殿野及び字米噛の各・部の区域面　　積約38，0ha木地区は、野田市の中心部から北約4kln、東武野田線七光台駅の東約1．5kmに位置し、地区西側は広域幹線道路である国道16号に接している。地区計画のn標上地区両整理事業による効果の維持と促進を図るとともに、良好な操業環境の創出と保全並びに国道16号沿道の利便性を生かした土地利用を図るため、地区計両を導入し、周辺環境との調和に配慮した良好な工業地を形成することを目標とする。本地区は、野田市における産業拠点と魅力的な沿道地区を形成するため、・1：業地区A、工業地区B、1：業地区C、沿道地区A及び沿道地区Bの方針を以下に定める。［工業地区A］1メ：工業の利便を増進するため、丁業の機能の育成を図る。域［上業地区B］の整備咽土地利用の方針丁業専用地域の周辺地区として、周辺環境に配慮した無公害型の産業施設、サービス施設等の誘導を図る。［工業地区C］発船形上地区画整理事業区域内に存在する住宅を集約し、周辺の丁業団地の及利倒生の向上を図る。び［沿道地区A］保全に国道16号に而する地区であり、⊥業地区の操業環境に配慮しつつ、流通系業務等を誘導し、幹線道路沿道にふさわしい土地利用を図る。関［沿道地区B」す国道16号に面する地区であり、後背の工業地区のバッファ的な上地利用るを図るため、自動車関連施設、沿道サービス施設等の誘導を図る。．地区施設の整備の方針上地区両整理事業により、道路、公園等の都rh基盤施設が整備されたので、これらの桟能が損なわれないよう維持、保全を図る。本地区の目標及び十地利用の方針に基づき、地区の特性に応じた形態を建築物等の整備の方針備えた建築物等の誘導を図る。そのため、建築物等の川途の制限、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限について定める．，2地区の地区の名　称工業地区Aコニ業地区B工業地区C沿道地区A沿道地区B区　　分地区の面　積約19，Iha約2．Oha約1．5ha約11．7ha約3、7ha次に掲げる建築物は建築してはなら次に掲げる建築物は建築してはなら次に掲げる建築物は建築してはならな次に掲げる建築物は建築してはなら次に掲げる建築物は建築してはならなない。ない。し�`ない。い。1．神社、与院、教会その他これらに類1，住宅1、学校1．住宅1，住宅するもの2．住宅で事務所、店舗その他これらに2，伸社、寺院、教会その他これらに類す2．住宅で事務所、店舗その他これらに2，住宅で事務所、店舗その他これらに類2．自動車教習所類する用途を兼ねるものるもの類する用途を兼ねるものする川途を兼ねるもの3，畜舎3．共同庄宅3，老人ホーム、保育所、診療所、身体障3．共同住宅3、共同住宅4，神社、寺院、教会その他これらに類害者福祉ホームその他これらに類す4，神社、寺院、教会その他これらに類・1，神社、寺院、教会その他これらに類すするものるものするものるもの5．白動車教習所4．公衆浴場5．自動申二教習所5．自動巾1教習所6，建築基準法施行令第130条の7で定め5，病院6．建築基準法施行令第130条の7で定め6．建築基準法施行令第130条の7で定め建る規模の畜舎6．老人福祉センター、児童厚生施設そのる規模の畜舎る規模の畜舎7．マージャン屋、射的場、勝馬投票券発他これらに類するもの7，マージャン屋、射的場、勝馬投票券7，マージャン屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類7，ボーリング場、スケート場、水泳場そ発売所、場外車券売場その他これら売所、場外車券売場その他これらに類地築するものの他これらに類する建築基準法施行に類するものするもの8，キャバレー、料理店、ナイトクラブ、令第130条の6の2で定める運動施設8．キャバレー、料理店、ナイトクラブ、8．キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類する8，ホテル又は旅館ダンスホールその他これらに類するダンスホールその他これらに類する物建築物等のもの9，白動車教習所ものもの区用途の制限lo．畜舎11．マージャン屋、ばちんこ屋、射的場、等勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類するもの整12．カラオケボックスその他これに類すにるもの13，劇場、映画館、演芸場又は観覧場14，キャバレー、料理店、ナイトクラブ、備関ダンスホールその他これらに類する　もの15，建築基準法別表第二（り⇒ぬ）項第二す号に掲げる建築物計16．建築基準法別表第二（り⇒ぬ）項第三号に掲げる建築物る17，火薬、石油類、ガスなどの危険物の貯画蔵又は処理に供するもの事建　築物　の1、000�u50011f1651�u1，000�u200�u敷　地面　積ただし、次の各号の一に該当するものについては、この限りでない。項の最低限度1．巡査派山所、公衆電話所その他これらに類する建築基準法施行令第130条の4で定める公益上必要な建築物及び市長が公益上やむを得ないと認めた建築物の敷地の用に供するもの。2，土地区画整理事業により換地された土地で、所有権その他の権利に基づいてその全部を一の敷地として使用するもの。建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離（道路のすみ切り部分を除く。）は、次のとおりとする。1．壁面線の表示のある箇所においては、道路境界線までの距離は3m以上とする。2．壁面線の表示のない箇所においては、道路境界線までの距離は1m以ヒとする。壁面の位置ただし、次の各号の一に該当する場合又は市長が公益上必要な建築物で用途上若しくは構造上やむを得ないものと認めた場合は、この限りでない。の　　制限1．出窓2，車庫で、高さ3m以下かつ床面積の合計が301�u以ドのもの3．物置で、軒の高さが2，3m以ドかつ床面積の合計が51�u以下のもの「区域、地区の区分及び壁面の位置の制限は、計画図表示のとおり」【理由】　建築基準法（昭和25年法律第201号）の一部改正と整合を図るため、地区計画を変更する。3参考資料　　　用途地域上業専用地域準T．業地域準工業」山域準」二業地域準工業地域地区の地区の名　称⊥業地区A工業地区B丁業地区C沿道地区A沿道地区B区　分地区の面　積約19，111a約2，0ha約1，5ha約11、7ha約3．7ha次に掲げる建築物は建築してはなら次に掲げる建築物は建築してはなら次に掲げる建築物は建築してはならな次に掲げる建築物は建築してはなら次に掲げる建築物は建築してはない。ない。い、、ない。ならない。1，神ト1：、寺院、教会その他これらに類1，庄宅1，学校1．住宅1，住宅するもの2．住宅で事務所、店舗その他これらに2，神社、、『院、教会その他これらに類す2．庄宅で事務所、店舗その他これらに2．庄宅で事務所、店舗その他これ2，白動車教習所類する用途を兼ねるものるもの類する用途を兼ねるものらに類する用途を兼ねるもの3．畜舎3，共同庄宅3．老人ホーム、保育所、診療所、身体障3．共同住宅3．共同住宅4，神祉、寺院、教会その他これらに類害者福祉ホームその他これらに類する4．神社、寺院、教会その他これらに類4．神社、寺院、教会その他これらするものものするものに類するもの5，自動車教習所4、公衆浴場5，自動車教習所5，自動車教習所建6．建築基準法施行令第130条の7で定め5，病院6．建築基準法施行令第130条の7で定6．建築基準法施行令第⊥30条の7る規模の畜舎6，老人福祉センター、児童厚生施設そのめる規模の畜舎で定める規模の畜舎→建築基準法施行令第130条の7他これらに類するもの一〉建築基準法施行令第130条の7→建築基準法施行令第130条の7床面積の合計が15�uを超えるもの7．ボーリング場、スケート場、水泳場そ床面積の合計が15［�uを超えるもの床面積の合計が151�uを超えるもの地築7，マージャン屋、射的場、勝馬投票券発の他これらに類する建築基準法施行令7，マージヤン屋、射的場、勝馬投票券7，マージャン屋、射的場、勝馬投売所、場外車券売場その他これらに類第130条の6の2で定める運動施設発売所、場外車券売場その他これら票券発売所、場外申：券売場そのするもの→建築基準法施行令第130条の6の2に類するもの他これらに類するもの物8．キャバレー、料理店、ナイトクラブ、スキー場、ゴルフ練習場及びバッティン8．キャバレー、料理店、ナイトクラブ、8、キャバレー、料理店、ナイトク区ダンスホールその他これらに類するグ練習場ダンスホールその他これらに類すラブ、ダンスホールその他これ，　もの8，ホテル又は旅館るものらに類するもの等9，自動車教習所10，畜舎整11．マージャン屋、ばちんこ屋、射的場、に建築物等の用途の制限　勝馬投票券発売所、場外車券売場その　他これらに類するもの12．カラオケボックスその他これに類する備関もの」3，劇場、映画館、演芸場又は観覧場14，キャバレー、料理店、ナイトクラブ、すダンスホールその他これらに類するも計の15，建築基準法別表第二（り⇒ぬ）項第二る号に掲げる建築物→原動機を使用する工場で作業場の床而画積の合計が15011fをこえるもの（日刊新聞事の印刷所及び作業場の床面積の合計が300�uをこえない自動車修理工場を除く。）16，建築基準法別表第二（り⇒ぬ）項第三項号に掲げる建築物→次に掲げる事業を営む工場（1）玩具煙火の製造（2）アセチレンガスを用いる金属の工作（アセチレンガス発生器の容量30リツトル以下のもの又は溶解アセチレンガスを川いるものを除く。）（3）引火性溶剤を用いるドライクリーニング、ドライダイイング又は塗料の加熱乾燥若しくは焼付（赤外線を用いるものを除く。）4用途地域工業専用地域準丁業地域］1「1丁業地域準⊥業地域準⊥業地域地区の区　分地区の名　称工業地区A一「業地区B工業地区C沿道地区A沿道地区B（Dセルロイドの加熱加丁又は機械のこぎりを使用する加丁（5）絵具又は水性塗料の製造（6）出力の合計が0．75キロワツトをこえる原動機を使用する塗料の吹付（7）亜硫酸ガスを用いる物品の漂n（8）骨炭その他動物質炭の製造（8−2）せつけんの製造（8−3）魚粉、フェザー一ミール、肉骨粉、肉粉若しくは血粉又はこれらを原料とする飼料の製造（8−4）手すき紙の製造（9）羽又は毛の洗浄、染色又は漂白（10）ぼろ、くず綿、くず紙、くず糸、くず毛その仙これらに類するものの消毒、選別、洗浄又は漂白（1D製綿、古綿の再製、起毛、せん毛、反建毛又はフェルトの製造で原動機を使用地eeするもの架（12）骨、角、きば、ひずめ若しくは貝がらの引割若しくは乾燥研磨又は3台以トの区物研磨機による金属の乾燥研磨で原動機を使用するもの等（13）鉱物、岩石、土砂、コンクリート、ア整に建築物等のスファルト・コンクリート、硫黄、金属、ガラス、れんが、陶磁器、骨又は貝殻の粉砕で原動機を使用するもの備関用途の制限（13−2）レデイミクストコンクリートの製　造又はセメントの袋訪で出力の合計がす2．5キロワツトをこえる原動機を使用するもの計る（14）墨、懐炉灰又はれん炭の製造（15）活字若しくは金属工芸品の鋳造又は画事金属の溶融で容量の合計が50リツトルをこえないるつぼ又はかまを使用する項もの（印刷所における活宇の鋳造を除くロ）（16）瓦、れんが、土器、陶磁器、人造砥石、るつぼ又はほうろう鉄器の製造（17）ガラスの製造又は砂吹（17−2）金属の溶射又は砂吹（［7−3）鉄板の波付加工（17−4）ドラムかんの洗浄又は再生（18）スプリングハンマーを使用する金属の鍛造（19）伸線、伸管又はロールを用いる金属の圧延で山力の合計が4キロワツト以下の原動機を使用するもの（20）スエージングマシン又はロールを川いる金属の鍛造17．火薬、石油類、ガスなどの危険物の貯蔵又は処理に供するもの5用途地域⊥業専用地城準」業地域準コニ業⊥也域iltコ［業⊥也」或7Pτ業地域地区の区　分地区の名　称丁業地区A工業地区B工業地区C沿道地区A沿道地区B1，0001�u50011f165【�u1，0001�u2001�uただし、次の各号の・に該当するものについては、この限りでない。建1，巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する建築基準法施行令第130条の4で定める公益上必要な建築物及び市長が公益上やむを得ないと認めた建築物の敷地の川に供するもの。→建築基準法施行令第13〔〕条の4地築・郵便局で延べ而積が500f6以内のもの・地方公共団体の支庁又は支所の用に供する建築物、老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類するもので延べ面積が60〔〕Ilf以内のもの物・近隣に居住する者の利用に供する公同に設けられる公衆便所又は休憩所区建　築物　の・路線バスの停留所の上家等敷　地面　積・次のイからチまでの・に掲げる施設である建築物で建設大臣が指定するものの最低限度イ電気通信事業法第12条第1項に規定する第一種電気通「言事業者がその串業の用に供する施設整口電気事業法第2条第1項第7号に規定する電気串業の用に供する施設にノ、ガス事業法第2条第1項に規定する一般ガス事業又は同条第3項に規定する簡易ガス事業の用に供する施設二液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第2条第3項に規定する液1ヒ石仙ガス販売事業の用に供する施設備関ホ　水道法第3条第2項に規定する水道事業の用に供する施設へ　下水道法第2条第3号に規定する公共ド水道の用に供する施設すト　都市高速鉄道の用に｛共する施設計チ　熱供給事業法第2条第2項に規定する熱供給事業の用に供する施設る2．土地区画整理事業により換地された土地で、所有権その他の権利に基づいてその全部を…の敷地として使川するもの。建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離（道路のすみ切り部分を除く、）は、次のとおりとする。画事1，壁面線の表示のある箇所においては、道路境界線までの距離は3m以上とする。項壁面の位置の　　制限2、壁面線の表示のない箇所においては、1．出窓　　　　　　　　　　　　　　　　道路境界線までの距離は1m以上とする。ただし、次の各号の一に該当する場合又は市長が公益上必要な建築物で用途上若しくは構造上やむを得ないものと認めた場合は、この限りでない。2．申：庫で、高さ31n以下かつ床面積の合計が30�u以下のもの3，物置で、軒の高さが2，3m以下かつ床面積の合計が51�u以下のもの6地区計画（野田市駅西地区）の変更位　置　図　ロほ　ロへウコトゼ齢　＼＼＼＼馨＼§　　＼＼　　　1／25，000凡　例口地区計画区域1野田都市計画地区計画の変更（野田市決定）　（案）都市計両野田市駅西地区地区計画を次のように変更する、2地区の地区の名　称商業地区近隣商業±也区準工業地区区　分地区の而　積約2．3ha約1．5ha約2．2ha用途地域商業地域近隣商業地域準⊥業地域次に掲げる建築物は、建築し次に掲げる建築物は、建築し次に掲げる建築物は、建築し地てはならない．1，1階部分を住宅、共同庄宅、　寄宿舎又は下宿の用に供す　るもの（住宅の用に供する出　人口、階段、廊下等の避難施　設、駐車場、駐輪場及びその　他の建物の区分所有等に関てはならない。L　1階部分のうち、野田市駅　前線に面する部分を住宅、共　同住宅、寄宿舎又は下宿の用　に供するもの（住宅の用に供　する出入口、階段、廊下等のてはならない。1，自動車教習所2．畜舎（動物病院及びペソト　ショップ等で、動物0）収容の　用に供する部分の床面積の　合計が151�u以下のものをする法律第2条第4項に定避難施設、駐車場、駐輪場及除く。）建める共用部分を除く。）びその他の建物の区分所有3，マージャン屋、ばちんこ屋、2．自動車教習所等に関する法律第2条第4射的場、勝馬投票券発売所、3．畜舎（動物病院及びペット項に定める共用部分を除場外馬券売場その他これら築ショップ等で、動物の収容のく。）に類するもの区物建築物等の用途の制限　用に供する部分の床面積の　合計が1511f以下のものを　除く。）4，マージャン屋、ばちんこ屋、　射的場、勝馬投票券発売所、　場外馬券売場その他これら　に類するもの2．自動車教習所3．畜舎（動物病院及びペット　ショップ等で、動物の収容の　用に供する部分の床面積の　合計が151�u以下のものを　除く，）4．キャバレー、料理店その他　これらに類するもの5，集会場（業として葬儀を行　うものに限る。）6，風俗営業等の規制及び業務　の適正化等に関する法律第等5．倉庫業を営む倉庫4．マージャン屋、ばちんこ屋、2条第1項第2号若しくは6，キャバレー、料理店その他射的場、勝馬投票券発売所、第3号又は同条第9項に規整これらに類するもの場外馬券売場その他これら定する営業の用に供する建7．建築基準法別表第2　（ち⇒に類するもの築物にり）項第3号に掲げるもの5．倉庫業を営む倉庫8．集会場（業として葬儀を行6，集会場（業として葬儀を行備関　うものに限る。）9．風俗営業等の規制及び業務　の適正化等に関する法律第　2条第1項第2号若しくは　第3号又は1司条第9項に規　定する営業の用に供する建　うものに限る。）7．風俗営業等の規制及び業務　の適正化等に関する法律第　2条第1項第2号若しくは　第3号又は同条第9項に規す築物定する営業の用に供する建築物1，00011f300〕Yfi501rf建　築物　のただし、次の各号のいずれかに該当するものは、この限りではない．計る敷　地の最低限度面　積1．建築基準法別表第2（い）建築物の敷地の用に供する2，　　　　　　　　　　　項第9弓・に掲げるもの及び市長が公益トやむを得ないと認めた　　　　　　　　　　もの。土地区画整理事業により換地された土地のうち、所有権その他の権利に基づいてその全部を一一の敷地として使用するもの。事建築物の外壁面又はこれに代わる往の面から道路境界線までの距離は、次のとおりとする。なお、すみ切り部分の制限を除く，．壁面の位置ただし、市長が公益上やむを得ないと認めた場合は、この限りではない。の　　制限駅前広場に面する部分は2Im以Lとする。項n1以ヒ、その他の部分はIln以上とする、．画建築物等の1，建築物の屋恨、外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原色を避けた落ち着いた色彩を基調と形態又は意匠し、地区の環境に調和したものとする．の　　制限2．屋外広告物は、自己の用に供するものとし、街並みの統一感を著しく損わないものとする・駅前広場に面する部分につ野田市駅前線に而する部分については、次の各号の・に掲げいては、設置しないものとするものとする、る．野田市駅前線に血する部かき又はさく分については、次の各号の　．に掲げるものとする、の構造の制限1．生垣2．L2m以下の透視‘ll．能ナξフェンスただし、門又は生垣、フゴンス等の基礎となる高さ0．6m以下のコン〃リートブ「コック、石積み等については、この限りでない。「区域、地区整備計画の区域及び壁面の位置の制限並びにかき、さくの制限は計画図表示のとおり」［理由］：建築基準法（昭和25年法律第201号）の一部改正と整合を図るため、地区計画を変更する。3参考資料」．也区の地区の名tS商業地区近隣商業地区準工業地区区分地区の面積約2．3ha約1，5ha糸勺2．2ha用途地域商業地域近隣商業地域準⊥業地域次に掲げる建築物は建築次に掲げる建築物は建築次に掲げる建築物は建築ししてはならない．してはならない。てはならない。1，　1階部分を住宅、共同庄エ．1階部分のうち、駅前線に宅、寄宿舎又はド宿の用に面する部分を住宅、共同住1，〜4．（略）供するもの（住宅の用に供宅、寄宿舎又は下宿の用にする出人口、階段、廊下等供するもの（住宅の用に供地の避難施設、駐車場、駐輪する出人口、階段、廊卜’等場及びその他の建物の区分の避難施設、駐車場、駐輪建所有等に関する法律第2条場及びその他の建物の区分第4項に定める共用部分を所有等に関する法律第2条除く。）第4項に定める共川部分を→　第2条第4項除く。）築専有部分以外の建物の部一・第2条第4項分、専有部分に属しない建専有部分以外の建物の部区物の附属物等（共同住宅等分、専有部分に属しない建の玄関ホール、廊下、階段、物の附属物等（共同住宅等物エレベーターホール、等）の玄関ホール、廊下、階段、コニレベークーホール、等）等2，〜6，（略）2．〜5，（略）7．建築基準法別表第2（ち⇒整り）項第3号に掲げるもの→個室付浴場業に係る公衆に建築物等の浴場その．他これらに類する用途の制限政令で定めるもの（ヌードスタジオ、σ）ぞき劇場、ス関トリップ劇場、専ら異性を同伴する客の休憩の用に供備する施設、　専ら性的好奇心をそそる写頁その他の物品すの販売を日的とする店舗その他これらに類するもの）5，集会場（業として葬儀を行8，集会場（業として葬儀を行6．集会場（業として葬儀を行うものに限る。）るうものに限る．、）うものに「眼る。）→セレモニーホールなど→セレモニーホールなど一・セレモニーホールなど5，風俗営業等の規制及び業計9，風俗営業等の規制及び業　務の適正化等に関する法律7．風俗営業等の規制及び業　務の適1ピ化等に閲する法律務の適正化等に関する法律第2条第1項第2弓・若しく事第2条第ユ項第2号若しく第2条第1項第2号若しくは第3号又は同条第9項には第3号又は同条第9項には第3号’又は同条第9項に規定する営業の用に供する規定する営業の用に供する規定する営業の用に供する建築物建築物建築物→　第2条第1項第2号項一〉　　第2条第1　項第2　号低照度飲食店（10ルクス→　第2条第1項第2号低照度飲食店　（10ルクス低照度飲食店（10ルクス以下）画以下）以下）→　第2条第1項第3号一・　第2条第1項第3号→　第2条第1項第3号区画席飲食店区画席飲食店区画席飲食店・第2条第9項→　第2条第9項一’第2条第9項テレホンクラブ（人店型）テレホンクラブ（人店型）テレホンクラブ（人店型）1，000nf3001｜f15011f建築物のただし、次の各号のいずれかに該当するものを除く．敷地而積の1，建築基準法別表第2　（い）項第9号に掲げるもの及び市長が公益ヒやむを得ないと認めた建築物の敷地の用に供するもの．最低限度一レ別表第2（い）項第9号巡杏派出所、公衆電話所等2，（略）4

